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【要旨】 

本研究では、ミニパブリックス熟議の社会的受容性を参加と結果の両面から検証した。調

査票調査で仮想の討論型世論調査への評価を尋ね、コンジョイント分析を行った。さらに、

社会的属性やテーマへの態度、政治参加経験、政治態度の違いによる受容性の差異を分析し

た。コンジョイント分析の結果、参加と結果において重視される設計要素が異なることが明

らかになった。社会的属性では、男性や高学歴層、配偶者や小さな子どもがいる人々で受容

性が高いことが確認された。議論テーマへの関心が高い回答者や、テーマに賛成する回答者

ほど受容性が高い傾向が見られた。政治参加経験がある人や、市民参加に対して肯定的な意

見を持つ人、政治的意見を持っている人ほど、受容性が比較的高いことも示された。ミニパ

ブリックス熟議の社会的受容性に影響を与える要因を分析し、その課題や問題点を明らか

にすることで、学術的にも実践的にも有意義な知見を提供したといえる。 
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１．ミニパブリックス熟議の社会的受容性 
本稿は、ミニパブリックス熟議の社会的受容性を参加と結果の両面から検証する。ミニパ

ブリックスは無作為抽出した市民による討議を政策決定等に利用する手法である。討論型

世論調査をはじめ、様々なミニパブリックス熟議は、熟議民主主義あるいはくじ引き民主主

義の実践として注目されてきた(OECD 2020)。 

日本でも、討論型世論調査は 2009 年に道州制の是非をテーマとして神奈川県内で実施さ

れたのを皮切りに、自治体の総合計画、BSE 問題、雪対策、年金制度などを対象に実施され

てきた。福島原発事故後の 2012 年には全国レベルの「エネルギー・環境の選択肢に関する
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討論型世論調査」が実施されている。2015 年の「高レベル放射性廃棄物の処分をテーマと

した Web 上の討論型世論調査」のようにオンラインで実施された事例もある。 

地方自治体においては、無作為抽出の市民参加を含んだ市民討議会やワークショップ等

も広がりを見せている(長野 2021)。特に、ドイツの計画細胞をモデルとした市民討議会は、

三鷹市と青年会議所が共催した事例がモデル化され(篠藤 2021)、その後も青年会議所ある

いは行政が主催する形で広がっていった(佐藤 2016)。継続実施している事例や(伊藤 2021; 

前田 2021; 長野 2021)、条例に位置付ける自治体も登場している(長野 2021)。 

では、ミニパブリックス熟議は人々に受容されているのか。その受容性にはどのような要

因が影響しているのか。「くじ引き」で選ばれた際に人々が参加を受容するのかは、参加者

代表性の問題として検証されてきた(坂野 2010; 柳瀬 2012)。しかし、社会的受容性を考え

る上では、参加だけではなく、その結果が参加者以外の市民に支持されるのかも重要になる。

近年では非参加者による正統性認知(perceived legitimacy)がミニパブリックス研究の一つの

焦点になっている(Curato and Böker 2016)。しかし、参加については日本でも実証的知見が蓄

積されてきたが、結果の受容性についての研究は少ない。そこで、本稿ではミニパブリック

ス熟議の社会的受容性に影響する要因を参加と結果の両面から分析する。 

 

２．参加と結果の受容性 
2.1 参加者の代表性 

ミニパブリックス熟議の参加受容性については、特に討論型世論調査を対象として参加

者代表性が分析されてきた。「エネルギー・環境の選択肢に関する討論型世論調査」では、

女性が男性のおよそ半分であったことや(馬場・小林 2013; 林 2013)、原発周辺部の人々が

過少参加であった可能性が批判的に評価されている(菅原 2012)。より明確な意見を持った

人々が参加する傾向にあったことも指摘されている(菅原 2012; 木下・田中 2015)。討論型

世論調査に類似したミニパブリックス熟議実験を実施した田中編(2018)では、郵送調査対象

者と比べて、女性、70 代後半以上の高齢者層と若年層、低学歴層の参加が少なかったこと

が報告されている。オンライン方式では、坂野(2017)は「高レベル放射性廃棄物の処分をテ

ーマとした Web 上の討論型世論調査」において、既存の討論型世論調査と同程度の代表性

を確保できたと評価している。一方、対面型とオンライン型の参加者特性を比較分析した辰

巳・中澤(2021)は、オンライン実施は年齢的には 70 代を排除してしまう恐れに加え、男性

と高学歴層が過大に代表される傾向を強めてしまう可能性を示唆している。 

市民討議会の参加者についても、若年層が少なく高齢層が多くなる傾向が指摘されてい

る(前田ほか 2008; 井出 2010; 勝永ほか 2010)。また、佐藤(2018)は、参加非承諾者と比べ

て参加承諾者は最終学歴の高い層で、女性よりも男性のほうが多く、町内会やその他の団体

の活動に参加した経験を有していることを明らかにしている。参加希望者は市民参加に対

して肯定的な意見を持つ傾向も指摘されている(前田ほか 2008; 佐藤 2018)。他方で、前田
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(2015)は、公募委員と比較して、市民討議会に参加する意図のある人々は人口統計学的属性

が母集団の分布に近く、討議テーマへの意見や市民参加への評価も極端ではないと論じて

いる。 

 
2.2 非参加者の正統性認知 

結果受容性の実証研究は日本では少ない。馬場(2003)は仮想の NIMBY 問題において異な

る意思決定手法への評価を尋ねた調査結果から、市民パネルや市民諮問委員会を意味する

「選ばれた市民の検討結果」は、住民投票、候補地周辺市民の話し合い、専門家委員会の検

討などに比べて受容性が低いことを明らかにしている。ただし、「選ばれた市民」は必ずし

も抽選によって選ばれた市民に限られていない点に注意が必要である。近年では、前田ほか

(2020)が「エネルギー・環境の選択肢に関する討論型世論調査」について、一般市民の評価

を手続き的公正の観点から検証し、「討論後の意見の熟議性」と「情報源としての専門家委

員会の多様性・包括性」が主な規定要因であることを明らかにしている。Ohnuma, Yokoyama, 

and Mizutori(2022)は、札幌の環境基本計画を事例に、利害関係者と無作為抽出の市民パネル

による 3 段階の参加プログラムへの評価を調査し、参加者の方が非参加者より肯定的であ

ることや、手続き的公正が重要な規定要因であるが参加者代表性は重視されていないとし

てる。 

一方で、近年ではヨーロッパを中心に、非参加者の正統性認知の実証研究が増加している。

まず、他の市民参加手法との比較や参加者選抜方法の違いによる差を検証した研究が見ら

れる。Garry et al.(2022)は、自分の意見とは反対の結果になった場合の評価を調査し、抽選

による Citizens’ Assembly よりも住民投票への支持が高いことを明らかにしている。Jacobs 

and Kaufmann (2021)は、無作為抽出による参加と、市民非参加、自己選択(self-selection)によ

る参加を比較した調査実験により、無作為抽出によるミニパブリックスへの正統性の認知

は非参加よりは高いが、自己選択とは有意差がないとしている。 

また、ミニパブリックスの設計の違いに注目した研究もある。例えば、結果が諮問的であ

る方が、拘束的である場合よりも支持が高いことが指摘されている(Rojon, Rijken, and 

Klandermans 2019; Bedock and Pilet 2023; Goldberg and Bächtiger 2023)。Goldberg and Bächtiger 

(2023)はドイツのデータを用いたコンジョイント分析によって、議論トピックとしては非技

術的／非顕著な問題(外国支援)と技術的／顕著な問題(気候変動対策のための排出削減)が熟

議的市民フォーラムに適していると判断されたとしている。 

正統性認知や支持に影響する態度、社会属性を検証した研究もある。教育水準や所得の低

い人、政治的不満、政治家への不信、市民の政治的能力への信頼が強い人がくじ引きを含む

熟議を支持する傾向が強いとされる(Bedock and Pilet 2021; Jacquet, Niessen, and Reuchamps 

2022; Pilet et al. 2023)。Talukder and Pilet(2021)は、不利な立場に置かれた集団に注目し、女性

と若者は市民一般よりも熟議民主主義への支持が高いと結論している。他にも、分極化の度
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合いやイデオロギー的見解が強い人ほどミニパブリックスへの支持が低いこと(Garry et al. 

2022; van Dijk, Turkenburg, and Pow 2023)、参加者が非参加者と類似しているという認識が正

統性認知の重要な予測因であること(Pow, van Dijk, and Marien 2020)、結果の好ましさ

(outcome favorability)が正統性認知に影響すること(van Dijk and Lefevere 2023; Goldberg and 

Bächtiger 2023)が指摘されている。 

本稿と同様に参加と結果の両方を検証している研究としては、Walsh and Elkink(2021)が挙

げられる。アイルランドにおける Citizens’ Assembly への市民の参加と支持を検証し、汚職

が多く、財政状況が悪化していると感じている人はより参加し結果を支持する傾向があり、

教育歴と国民経済への意見は参加には影響するが支持には影響しないと結論している。ま

た、イデオロギーと性別も影響し、左派と女性が支持する傾向があるが参加意思には必ずし

も影響しないことを指摘している。 

 
３．目的と方法 
3.1 目的 

以上のように、ミニパブリックス熟議の参加受容性については日本においても実証的研

究の蓄積がある。結果受容性については、非参加者の受容がミクロ―マクロ問題の一環とし

て議論されてきた一方で(坂野 2014)、実証的研究は少ない。これには、これまで日本ではミ

ニパブリックスは社会実験的な位置付けが強く、実際の公的決定への影響は極めて限定的

であったことが関係していると思われる。しかし、ミニパブリックス熟議の制度化が進みつ

つある現在だからこそ、結果受容性の実証的知見の積み重ねには意義がある。 

また、既存研究は個別事例に基づく分析であり、議論テーマの性質や、謝金の有無、公開

性の程度など、ミニパブリックス熟議の設計のどの要因が参加意思や結果の受容に影響を

与えるのかは明らかになっていない(佐藤 2018)。例えば、川崎市で実施された子育て支援

をテーマにした討論型世論調査では女性の方が多かったことから、参加にもテーマ依存性

があると考えられる(馬場・小林 2013; 和泉 2014)。同様に、結果の受容についても、議論

テーマの性質等によって影響を受ける可能性が指摘されている (Rojon, Rijken, and 

Klandermans 2019; Goldberg and Bächtiger 2022)。加えて、日本における既存研究では結果の

受容と社会的属性や政治的経験・態度との関係は明らかになっていない。 

そこで、本稿ではミニパブリックス熟議の参加と結果の受容性に影響する要因を、ミニパ

ブリックス熟議の設計、及び社会的属性と政治的経験・態度に注目して分析する。ミニパブ

リックス熟議の設計と受容性の関係を明らかにすることは、自治体等が実践する上で有意

義な知見をもたらす。また、社会的属性と政治的経験・態度が受容性に与える影響の分析と

あわせて、ミニパブリックス熟議の射程や課題を明らかにする。 
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3.2 データと分析方法 

民間調査会社(楽天インサイト)を利用し Web フォームで調査票調査を実施した(調査票の

詳細は文末の Appendix を参照されたい)。まずプレ調査を実施し、本調査の回答候補者リス

トを作成した。プレ調査は同社の登録モニタから日本国内在住者を対象として、性別(男女)、

世代(18-29 歳、30-70 歳代まで 10 歳刻み)、居住地の都市規模(30 万人以上、15 万人以上、7

万人以上、3 万人以上、3 万人未満)の 3 つの社会的属性から 60 セグメントに分け、均等割

付で合計 9,960 人の回答を得た。本調査は、参加受容性調査と結果受容性調査を同時に実施

した。プレ調査の回答者をセグメントごとに無作為に二分割しどちらか一方の調査の回答

を依頼した。トラップ質問や論理的な矛盾のある不誠実な回答を除去し、参加受容性調査は

2,088 人、結果受容性調査は 2,186 人の有効回答を得た。プレ調査は 2021 年 2 月 22 日に、

本調査は同 24・25 日に実施した。 

設計による影響を検証するために、ミニパブリックス熟議が実施される/されたものと仮

定して、その評価を住民(回答者)に直接尋ねる評定型コンジョイント分析を用いた。先行研

究の議論を踏まえて要因を絞り、直交配列で組み合わせた仮想シナリオ(プロファイル)を作

成した。回答者にはその個別のプロファイルを提示し、評価を得た上で、事後分析によって

影響を推定した。 

プロファイル作成にあたり、共通条件として基礎自治体が政策の判断材料にする目的で

討論型世論調査を実施する、あるいは実施したものと設定した。日程は、土曜日か日曜日の

いずれか 1 日(10:00～16:00)とし、主催は自治体とした。 

変動条件は、表 1 で示す 4 属性 10 水準である。テーマは、専門性や当事者性等の組み合

わせを考慮し、除染土公共事業利用、公立小中学校の夏休み期間の短縮、外国人労働者の積

極的な受け入れ政策、水道事業の公設民営化の 4 水準とした。議論方式は、基礎自治体の庁

舎近くの会場での対面型とオンライン・ビデオ会議の 2 水準とした。謝金は、自治体での類

似イベントの実施例を参考として、5,000 円と無償の 2 水準とした。情報公開は、メディア

イベントを想定した「当日のメディア公開＋詳細な議事録」公開と、日本における過去の実

施例で多い発言者や発言を特定できない「簡単な要旨」公開の 2 水準とした。結果が諮問的

か拘束的か、あるいは議会や専門家による審議会など他の意思決定制度との関係性も受容

性に影響すると考えられるが、属性・水準を増やすと直交配列による組み合わせ数が著しく

増加してしまうため、本調査では討論型世論調査の内的なデザインに焦点を絞った。 

調査票では、4 属性 10 水準から直交配列により 8 つのプロファイルを作成した。8 つの

プロファイルすべてを提示して、参加受容性調査の対象者には参加への意欲の度合いを、結

果受容性調査の対象者には結果の受容可能性を 7 件法で尋ねた。プロファイルの提示順が

回答に影響する可能性を考慮し、回答者ごとに順番はランダムとした。また、プロファイル

を提示する前に、討論型世論調査の説明を約 300 字で、テーマの 4 水準それぞれの説明と

論点を 200 字程度で提示している。 
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表 1 コンジョイント分析結果(部分効用値および相対重要度) 

 
（筆者作成） 

 

プロファイルの評価以外に、社会的属性、テーマへの態度、政治参加経験、政治態度を尋

ね、回答者群による参加と結果の受容性の違いを検証した。受容性は、群ごとの受容性の平

均を求め、有意水準を 5％として Tukey-Kramer 法で補正した多重検定を行った。政治的態

度の分析では、自治体の政治的意思決定への態度と政治的イデオロギーに関する回答を用

いてクラスター分析を行い、グループ分けを行った。政治的意思決定への態度(Q12)では、

自分たちの意見や行動が自治体の政策や決定に影響を与えると感じる外的な政治的有効性

感覚として 6 項目の、政治的イデオロギー(Q15)では 10 項目の回答データを使用した。設問

は 5 件法で尋ねており、回答に応じて 1〜5 の得点を割り当て、その素点を利用した。クラ

スター化の手法は、階層クラスタリング(ウォード法)を用い、距離の計算にはユークリッド

距離を使用した。自治体の政治的意思決定と、政治的イデオロギーは別々にクラスター分析

を行い、デンドログラムの形状からそれぞれクラスター数を決定した。次にグループごとに

回答傾向を分析してラベル付けを行い、受容性の違いを検証した。 

 
４．結果と考察 
4.1 討論型世論調査の設計による相違 

表 1 はコンジョイント分析の結果を示している。討論型世論調査の各要素の相対的重要

度をみると、参加受容性で最も重要なのは謝礼の有無であり、議論方式(対面かオンライン

か)は極めて低くなっている。一方、結果受容性では議論テーマが最も重要な要素であり、

次いで謝金の有無、議論方式、公開性の順となっている。参加と結果では受容性において最

も重要な要素には違いがあることが明らかになった。 

次に各要素の水準による効用値をみていく。まず議論テーマをみると、除染土公共事業利

用は参加、結果ともマイナスで、いずれの受容性も低くなっている。外国人労働者受入は参

加、結果とも効用値ゼロに近く、受容性に大きく影響していない。夏休み期間短縮の効用値

は参加ではゼロに近いが、結果では一番高くなっている。逆に水道民営化は、参加では一番

- 166 -

論文



高くなっているが、結果では低くマイナスになっている。除染土公共事業利用は放射能に関

連する問題であり、科学技術的な専門性の高さからいずれの受容性も低くなったと考えら

れる。逆に、夏休み期間短縮は科学技術的な専門性は低いため結果の受容性は高いが、小さ

な子供がいる回答者が限られるため、他のテーマに比べて全体としての関心度が低く参加

受容性は低くなったと推測される。水道民営化は誰にとっても直接的な影響がありうる問

題なので参加受容性は高いが、専門性の高いテーマと受け取られ結果受容性は低くなった

可能性がある。 

議論方式では、参加も結果も効用値は対面型でプラスに、オンライン型でマイナスになっ

ているが、参加ではほぼ差がない。今回の調査では居住する自治体の本庁舎(役所・役場)近

くでの開催を想定しており、居住地とそれほど距離がないため、参加受容性では差が出なか

ったと考えられる。それに対し、結果ではやや差がみられ、オンラインより対面型の方が受

容性が高い。 

謝金は参加、結果とも支払われた場合に効用値が高い。結果の受容性も支払われた場合の

方が高いのは意外であるが、今回の調査で設定した謝金は 5,000 円と少額であり、極端に多

額の謝金が支払われる場合は結果受容性に異なる影響を与えることも考えられる。また、参

加で大きな効用値の差がみられたことを踏まえると、「自分と同じような普通の市民は謝金

なしでは参加しないはずだ(＝謝金なしで参加するのは「特殊な人たち」である)」という考

えが働き、参加者・非参加者の類似性の認識(Pow, van Dijk, and Marien 2020)が高くなった可

能性も考えられる。 

情報公開は、参加と結果で傾向が異なっている。公開性が高い方が参加受容性は低く、結

果受容性は高くなる。これは、当日の様子がメディアに公開され詳細な議事録が公開される

ことが討論型世論調査の手続き的な正当性を高める一方で、匿名性が失われることで参加

を忌避する要因になるためと考えられる。ただし、結果受容性への影響は大きくない。 

 

4.2 社会的属性による違い 

性別では参加、結果とも女性より男性において受容性が高い傾向がみられた(表 2)。教育

歴でも高等学校卒に比べて大学卒で受容性が高い。参加受容性では高等学校卒と大学院卒

の間にも有意差があり、高学歴層で受容性が高い傾向にある。先行研究で指摘されている男

性、高学歴層がより参加する傾向が、結果受容性においても確認されたといえる。 

世代でみると、結果受容性では差はみられなかった。一方で、参加では 60 代が 30 代まで

の若年層と比べて受容性が低くなっており、先行研究が指摘するような若年層の参加率が

低く高齢層が過剰代表となる傾向(前田ほか 2008; 井出 2010; 勝永ほか 2010)はみられな

かった。本調査で提示した 10 のシナリオのうち半分はオンライン型となっていることから、

若年層の参加意思が高まった可能性も考えられる。しかし、辰巳・中澤(2021)によれば、対

面型と比べてオンライン型で若年層の参加が促されるわけではない。本調査が実際の討論
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型世論調査への参加ではなく、インターネット・モニタへの意識調査であることに起因する

ことも考えられる。 

 

表 2 社会的属性別の受容性 

 

（筆者作成） 

 

家族構成では、配偶者・パートナーがいる方が参加も結果も受容性が高い傾向がある。有

配偶者の方が未婚者よりも参加する傾向は先行研究でも指摘されている(辰巳・中澤 2021)。

参加では小学生の子どもがいる場合に受容性が高い。小さな子どもがいる場合には、長時間
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にわたって家から離れることが難しいことが想定される。今回の調査では、提示されたシナ

リオの半数がオンライン型となっていること、対面型の場合でも居住自治体内の会場を想

定しており、拘束時間もそれほど長くないため、参加意思に大きな影響がなかった可能性が

ある。 

世帯収入では、参加、結果とも「わからない」とした回答者で受容性が低いが、参加受容

性ではその他のカテゴリー間で有意差は見られなかった。一方、結果受容性では、100～200

万円未満、300～400 万円未満が、それぞれ 600～800 万円未満、1000 万円以上よりも有意に

低い。必ずしも一貫していないが、低所得者層で結果受容性が低い傾向があるといえる。 

職業では、法人経営者で参加と結果の受容性が高いが、回答者数が少なく有意差はみられ

なかった。結果受容性では、無職・失業中に比べて正規雇用が高い傾向がある。調査方法が

異なるため単純な比較は難しいが、参加受容性については、市民討議会の参加非承諾者と参

加承諾者で職業と所得額に差はないとした佐藤(2018)と整合的な結果となっている。居住す

る自治体規模については、参加受容性では有意差が見られなかったが、結果受容性は 3 万人

未満で低く、3 万人以上 7 万人未満で高い傾向がある。 

 

4.3 議論テーマへの態度、政治経験・態度 

議論テーマへの態度との関係では、いずれのテーマにおいても関心が高い回答者ほど参

加、結果とも受容性が高い傾向がみられる(表 3)。先行研究でも議論テーマへの関心が強い

ほど参加する傾向が指摘されているが(菅原 2012; 木下・田中 2015; 田中編 2018; 辰巳・中

澤 2021)、本調査では結果の受容性においても同様の傾向が確認された。議論テーマへの賛

否については、賛成の人ほど参加も結果も受容性が高い傾向がみられる。討論型世論調査に

類似したミニパブリックス熟議実験を実施した田中編(2018)では、参加者のテーマに関する

意見分布に偏りはなかったと報告している。今回の調査では自治体による討論型世論調査

の実施が想定されており、当該テーマについて議論すること自体が推進に向けて「理解」を

得る手段と捉えられた可能性がある。上述した結果の好ましさ(outcome favorability)とも関

係して、議論テーマに反対の人ほど参加、結果とも受容性が低くなったと考えられる。また、

特に参加受容性では、反対とした回答者よりも「どちらともいえない」を選択した回答者で

低くなっており、議論テーマに意見を持っていない人は参加しない傾向がみられる。 

政治参加経験(表 4)は、経験がある人ほど参加も結果も受容性が高くなっている(選挙投票

のみ有意差なし)。請願・陳情、パブリックコメントだけでなく、自治体への抗議運動も経

験者の方が討論型世論調査に参加するだけでなく、その結果を受容する傾向があることが

確認された。これは、日本における市民討議会への参加を対象とした先行研究とも整合的で

ある(佐藤 2018)。 
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表 3 議論テーマへの態度別の受容性 

 
（筆者作成） 

 

表 4 政治参加経験別の受容性 

 
（筆者作成） 

 

続いて、自治体の政治的意思決定への態度との関係をみていく。6 項目への回答をクラス

ター分析し 4 グループに分類した(表 5)。G1 と G4 はどちらも政治的有効性感覚が低いが、

G1 は住民投票に賛成、G4 は住民投票に反対の層である。G2 はどの設問でも平均値が 3(「ど

ちらともいえない」)付近となっている層で、G3 は政治的有効性感覚が比較的高く、選挙参
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加や住民運動を重視する層である。参加受容性が一番低いのは G2 である。結果受容性は G3

で高く、G2 と G1 で低い傾向がある。市民参加に対して肯定的な意見を持つ人ほどミニパ

ブリックス熟議に参加する傾向は先行研究でも指摘されており(前田ほか 2008; 佐藤 2018)、

本研究でも政治的有効性感覚の高い G3 が参加、結果とも受容性が高くなっている。 

 
表 5 政治的意思決定クラスター別および政治的イデオロギークラスター別の受容性 

 
（筆者作成） 

 

政治的イデオロギーについては、10 項目への回答をクラスター分析し４グループに分類

した。G1 は、靖国参拝反対、夫婦別姓賛成で、地方自治、個人の自由・権利重視を重視す

るリベラル層であり、参加も結果も受容性が比較的高くなっている。G2 は、個人の自由・

権利や地方自治より大きく強い国家を支持する国家主義的な層である。10-20 代、30 代の若

年層を比較的多く含むグループで、靖国参拝賛成である一方で夫婦別姓にも賛成である。私

生活中心主義の傾向もあるが、参加も結果も受容性が高い。受容性が比較的低いのは G3 で

ある。このグループは、どの設問も平均値が 3(「どちらともいえない」)付近になっており、

強い政治的意見を持っていない層で、最も人数が多い。このように、政治的意見を持ってい

る層は受容性が比較的高く、強い政治的意見を持っていない層は受容性が比較的低い傾向

がみられた。ただし、G4 は傾向が異なっている。G4 は夫婦別姓に反対し、強いリーダーと

小さな政府を支持する新保守主義的層である。政治的な意見はあるが、G1・G2 と比較して

議論による合意形成よりも強いリーダーシップを支持するためか、参加も結果も受容性が

比較的低い。 

 

５．結論 
本研究では、ミニパブリックス熟議の社会的受容性を参加と結果の両面から検証した。コ

ンジョイント分析の結果は、ミニパブリックス熟議を設計するための有意義な知見を提供

した。テーマ、議論方式、謝金の有無、情報公開の程度による受容性への影響、参加と結果

での重視される設計要素の相違についての知見は、ミニパブリックス熟議を設計する実践

の場においても活かすことができるだろう。 

一方で、社会的属性、議論テーマへの態度、政治的経験、政治的態度との関連ではミニパ

ブリックス熟議の課題や問題点が明らかになった。性別では男性、教育歴では高学歴層、家
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族構成では配偶者・パートナー、小さな子どもがいる人で受容性が高いことが確認された。

裏を返せば、女性、低学歴で家族形成しておらず、政治的・社会的問題に無関心で活動的で

ない層は、参加も結果も受容性が低いことを意味する。特に、結果については無職・失業者、

低所得者層で受容性が低い。多くの社会問題において当事者となりうる人々の間で参加意

思も結果の正統性認知も弱いとすれば、ミニパブリックス熟議が民主的意思形成において

持つ意義について疑義が生じうる。参加受容性の偏りによる代表性の歪みが結果受容性に

も影響することが指摘されており(Paulis et al. 2024)、社会属性による受容性の差は両者の悪

循環をもたらすことも危惧される。また、熟議民主主義論においては、議論参加者のうち特

定の個人や集団の発言が軽んじられ、無視される内的排除の問題も議論されてきた(Young 

2000)。実証的にも性別や階級による熟議能力の差が指摘されている(Gerber et al. 2018)。こ

の問題の解決方法を示すことは本稿の範疇を超えるが、一つの方向性としてミニパブリッ

クス熟議を補完する仕組みの構築が考えられる。例えば、特に不利な状況に置かれた人々の

利害に大きくかかわる問題については、ミニパブリックス熟議の前にそれらの人々からな

る独立した熟議空間を設けることで、共通の目標やアイデンティティを強化し、自信と能力

を育成し、ミニパブリックスの内的排除を緩和する可能性が考えられる(von Lieres and 

Kahane 2007)。それにより、非参加者においても、自分と同様の境遇の人々が公正に扱われ

ていることが分かればミニパブリックスに否定的な態度を持っていた人々の正統性の認識

が向上し(Paulis et al. 2024)、さらには参加受容性の上昇にもつながるかもしれない。 

また、議論テーマの賛成派で受容性が高く反対派で低いことは、ミニパブリックス熟議が

中立的な議論の場ではなく、当該政策・施策を推進するための手段と捉えられていることを

示唆するものである。自治体レベルでのミニパブリックス熟議が広く実施されるようにな

った今日であるからこそ、特に賛否の分かれる問題について、政治的意思形成の中でミニパ

ブリックス熟議が果たす役割と帰結について、実証的に明らかにしていく必要があるだろ

う。 

もちろん、本研究はインターネット・モニタを用いた調査に基づいており、結果の一般化

には慎重を期す必要がある。また、仮想の討論型世論調査を対象としており、実際のミニパ

ブリックス熟議への参加や評価とは異なる可能性がある。しかし、ミニパブリックス熟議の

諸要素を考慮したうえで社会的受容性を検証した本研究の分析は、単一事例に基づく分析

よりも一般性を持ちうる。また、社会的受容性を参加と結果の両面から分析し、ミニパブリ

ックス熟議を設計するうえで有用な知見を提供するとともに、その課題や問題点を明らか

にした点に本研究の実践的、学術的な意義があるといえる。 

他方で、先に述べたように、本調査では、結果が諮問的か拘束的か、あるいは他の政策決

定制度との関係性が受容性に与える影響については明らかにすることはできなかった。特

に結果受容性については「その結果に基づいて自治体が政策決定すること」を受け入れられ

るかを尋ねており、議会、専門家による審議会、ステークホルダー会議などと組み合わせる
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ことが望ましいと考える回答者の受容性が低くなった可能性も考えられる。ミニパブリッ

クス熟議の制度化のためには、意思決定過程におけるミニパブリックス熟議の位置付けが

受容性に与える影響についても明らかにしていく必要があるだろう。 

また、本研究の知見は日本での参加受容性の先行研究と概ね一致するものの、海外の正統

性認知(結果受容性)の先行研究とは異なる点がある。上述のように、欧州を中心とした先行

研究では、教育水準の低い人や女性においてミニパブリックス熟議への支持が高いことが

指摘されている。また、分極化の度合いやイデオロギー的見解が強い人ほどミニパブリック

スへの支持が低いとの指摘もある。サンプリング手法や調査設計が異なるため直接的な比

較は困難であり、こうした違いが生じる理由を論じることは本論文の射程を超える。しかし、

日本における正統性認知と社会的属性や政治的態度との関係を検証した本調査は、国際的

な比較研究の展開に向けた知見の一つとしても意義がある。 
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